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論 文 内 容 の 要 旨

平成15年 度の外国人登録者数は195万 人を超え、過去最高 となった。これはわが国の総人口の1.5%を

占め(法 務省入国管理局、2003)、 異文化接触が日常化 してきていることを物語っている。 このように、

近年、外国人登録者数が増加の一途をたどってきてお り、外国人に日本語を教える教師は28,511人 、 日

本語学習者は135,146人 とな り、学習者の中でも専門的な日本語学習を目的とする留学生、就学生(こ こ

では、総称 して留学生 とする)が 大半を占めている(文 化庁、2003)。

このように、日本社会のグローバル化が進行す る中で、日本人教師 と留学生が接触する教育場面では、

様々な解決困難な葛藤が散見 されている。こうした葛藤解決を困難にしている一因には、教師の授業ス

タイルや留学生への接 し方などが留学生の母国の方法 と異なることが考えられる。異文化問葛藤では、

価値観や慣習の違いから一方が適切 と思って行う行動が他方にとっては我慢できないものと知覚される

場合 も多い。 こうした状況では、日本人同士の場合のように暗黙のルールや期待は通用 しないので、 し

ばしばその解決は困難で、その結果、葛藤が教師 と留学生の関係に亀裂を生じさせ ることも少なくない。

そこで、本研究の目的は、異文化間の教育場面で生じる日本人教師 と留学生 との葛藤の原因 と解決行

動のメカニズムを探 り、日本人教師 と留学生の葛藤の原因帰属 と解決方略 との関連、解決方略 と教育価

値観 との関連にっいて、実証的に検討することである。本研究では、異文化問の教育場面における葛藤

の背後には教育価値観が存在することを仮定 しているため、葛藤問題 を分析するにあたり、現実場面で

収集 した事例をもとに作成 したシナリオ法を用いたこと、さらに、教育価値観尺度の開発 と測定をもと

に実証的な調査方法を用いて分析 していることが特徴である。
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本論文 は、 目次 で示 す とお り、全8章 か ら構成 され る。

第1章 では、 ここ20数 年の 日本 にお ける留学生政策 を含めた在 日留学生の受入動 向 と量的 目標 を達成

した現状 を論 じた。在 日留学生研究の背景 とな る理論 として、カルチャー ・シ ョック、異文化適応 関連

のUカ ーブ仮説、Wカ ーブ仮説、異文化受容態度の類型モデル を概観 し、 さ らに、 アメ リカの人種隔離

政策 を撤廃 す る上で論理 的根拠 とな った接触仮説 にっ いての研 究動 向を概観 した。現在 の留学生研究 に

つ いて は、在 日留学生 の抱 える問題 を相談事例 による研 究か ら検討 し、在米留学生 の抱 える問題 に も触

れ、受入社 会の文化 的背景 は異 なるものの、青年期 の発達課題 やキ ャンパスでの生活上 の問題 な ど留学

生 としての共通 す る問題 を指摘 した。 一方、留学生 に関す る調査研究 については、留学生が 自分 自身を

どのよ うに見てい るか とい う視点、 日本人を どのよ うに見てい るか とい う対人関係 の視点、留学生の問

題 を どの ように解決す るか とい う対処 の視点、 どの ように適応 し、援助 を得 てい るか とい う視点、留学

生 のホス ト社会 への影響 とい う視点か ら概観 した。

これ らの研究 か ら、留学生 に関す る研究 は 日本社会への適応 と援助 に関す るものが大半 を占め、対人

関係の研 究が僅少 であ ることを示 した。 さらに、留学 生が現在、どの ような接触状況 におかれてい るか、

また、彼 らを取 り巻 く日本人 との相互作用 の結果、 どの ような葛藤が生起 され、葛藤 に どう対処 してい

るか とい う研究 はほ とん ど見当た らない。現在、外国人登録者数 が過去最高 とな り、急速 なグローバ ル

化の進展 す る中で、 日本 にお ける留学 生 と日本人の異文化 問葛藤研究 は、 日本社会 で外国人 と日本人が

どの ように共存 し生 きてい くか とい う多文化社 会 におけ る重要 な社会心理学的課題 で ある ことを指摘

した。

第2章 では、本研究 における葛藤にっいて、期待 してい ることが妨害 されてい ると関係者が認知す る

ことであ ると定義 し、葛藤の特徴 、生起過程 を論 じた。葛藤解決方略 にっいては、多様な対立す る相互

作用 にお ける一般 的傾 向、類型化 された反応 の仕方 を示す もの と定義 し、葛藤解決方略の分類 について

次元モデル と類型 モデル を概観 し、葛藤解決方略 を規定す る心理学的要因であ る帰属 に注 目 し研究動 向

を論 じた。

次に、本研究 における文化 の定義 を明示 し、葛藤解決方略における文化差 、原 因帰属、異文化 間葛藤

の比較研究 を概観 した。 日米の葛藤比較研究で は個人主義、集 団主義 の枠組みか ら方略の差異を説 明す

る研 究が主流で あったの に対 し、 日本 における異文化 間葛藤研究で はマジ ョリティ とマイ ノ リテ ィの行

動規範の不一致や社会的地位や役割 に よる勢力差 との関連 が示 唆され た。

そこで、葛藤方略 の背後 にある と仮 定 され る価値観 につ いて定義 し、社会心理学 にお けるRokeach、

Hofstede、ChineseCultureConnection、Schwartzた ちの一般的価値観 に関す る研究動向 と価値尺度

を概 観 した。Hofstede、ChineseCultureConnec七ion、Schwartzの 価値次元か ら、主要な価値観研究

の共 通次元 であ る自律性(個 人 の自主 と自由を強調す る)、保守性(社 会秩序 と調和的人間関係を重視 す

る)、 支配性(序 列的人間関係 を容認 す る)、 平等性(人 々の問 の平等 を重視 す る)の4次 元 を示 した。

次 に、教育価 値観を望 ましい教育 のあ り方 について人々が抱いてい る信念 の集合体 とし、一般 的には、

よい教師、 よい学生 とはどの ような人 か、 よい教 え方 とは どのよ うなものかな どに関す る信念 と定義 し

た。 さらに、教育価値観 は、理想 的教 師観、理想的学生観 、理想 的教育観の3領 域 か ら構成 され ること

を示 し、 この3領 域 ごとに関連研究 を概 観 し、Hofstede、ChineseCul七ureConnection、Schwartzた

ちの一般 的価値観 と本研究の教 育価値観 との関連 にっいて述べ た。

本章で見 出され た葛藤方略にお ける比較文化研 究の これ まで の問題 は、同文化 内の葛藤方略の比較が

中心であ り、異文化間 における葛藤方略 の比較 はほ とん ど行 われて こなかった こと、異文化問比較 を行

う場 合には、集団主義 、個人主 義の枠組 みだ けで は説 明 しきれない こと、集団主義 といわれ る国 同士(中
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国や韓国などのアジア諸国)の 比較があまり行われて こなかったことが挙げられた。

本研究の対象者である異文化間の教育場面(こ こでは広 く教育場面で生じた日本人教師 と留学生の葛

藤を扱 うこととす る)で 起 こる葛藤の多 くは、日本人教師 とアジア系留学生 を含むものである。 した

がって、教育場面 における葛藤解決には、教育価値観を導入 し検討することが重要であることを示唆

した。

そこで、第3章 では、教育価値観の理論的カテゴリーと項目の収集を行い、教育価値観の3領 域(理

想的教師観、理想的学生観、理想的教育観)の 次元 と構造について、理論的分析を元に項 目を選抜 した。

まず、 日本人教師 と留学生の葛藤解決行動の背後にある教育価値観の違いに注目した研究が必要だと考

え、教育価値観の内容を理論的に分析 し、測定する尺度の開発を行った。対象者である日本人 日本語教

師36名、10か 国の留学生25名 、日本人学生15名 の自由記述 と第2章 で概観 した関連文献から、教育価値

観の理想的教育観、理想的学生観、理想的教育観の3領 域の項目を収集 した結果、192項 目が得 られた。

次 に、それらを分類 し、整理した結果、理想的教師観は6次 元16項 目、理想的学生観は4次 元10項 目、

理想的教育観は6次 元19項 目の合計45項 目にまで選抜 した(研 究1)。

第4章 では、第3章 で理論的枠組みに基づいて項目を収集 して作成 した45項 目の教育価値観尺度を日

本人学生193名 を対象に実施 した。因子分析を行った結果、理想的教育観では4因 子(熱 意、専門性、学

生尊重、教師主導)1理 想的学生観では3因 子(学 習意欲、規則遵守、従順)、理想的教育観では5因 子(文

化的視野、人材教育、自主独立、社会化、創造性)の12因 子が抽出された。さらに、 この因子分析結果

を元に、因子負荷量 と内容的妥当性を検討 し、教育価値観尺度を作成 した。その結果、理想的教師観(熱

意、専門性、学生尊重、教師主導)の4下 位尺度、理想的学生観(学 習意欲、規則遵守、従順)の3下

位尺度、理想的教育観(文 化的視野、人材教育、自主独立、社会化、創造性)の5下 位尺度の45項 目を

作成 した(研 究2)。

次に、この教育価値観尺度を日本人教師84名 、日本人学生306名 、中国人学生214名 、韓国人学生154名

を対象に施行 し、彼 らの問で比較を試みた。日本人教師は、学生の学習意欲 と自主独立、教育の文化的

視野を重視 しているものの、学生の自由意志な どの創造性はあまり重視 しない傾向が見 られた。日本人

学生は、規範遵守や社会化 という保守性を重視 しっっ、自主独立や創造性 という革新性を重視 していた。

つ まり、次元は異なるものの、日本人は二律背反的な教育価値観を持ち合わせていた。中国人学生は、

熱意、従順、社会化、人材教育を重視 しており、明確で一貫 した教育価値観を持っていた。韓国人学生

は教師主導を重視 し、理想的学生観、理想的教育観に関 しては他の3群 の中間に位置 していた。このこ

とから 「複合的教育価値観」を持っ 日本人、「単一的教育価値観」を持つ中国人学生、「中間的教育価値

観」を持つ韓国人学生 というアジァ3か 国の教育価値観の3類 型が見いだされた(研 究3)。

研究4で は、簡便さと利便さの観点か ら短縮版教育価値観尺度の作成を試みた。研究2の 対象者であ

る日本人学生193名 の因子分析結果か ら、因子負荷量 と内容的な妥当性を吟味しながら、45項目から3分

の2程 度までの31項 目に減らした。45項 目の教育価値観尺度 と31項目の短縮版の12下位尺度は、それぞ

れ高い相関が示された。

研究5で は、教育価値観に関して評定法 と分析方法を変えて学生集団の比較を行 うために、中国人学

生129名 、韓国人学生130名 、日本人学生165名 を対象に、短縮版教育価値観尺度を施行 した。判別分析を

行った結果、研究3の 分析結果 と基本的に同じ傾向を見出すことができた。

研究5に おいて行った判別分析の結果は、3領 域の次元のい くつかが一っの判別次元に高負荷を示 し

た。 このことは、それらの次元が独立 しておらず、相互に連動 している可能性があることを示唆してい

る。そこで、研究6で は、研究5と 同じ対象者 に対し、領域横断的に12下位尺度の上位因子分析を行っ
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た。その結果、自己実現的価値(専 門性、自主独立、学習意欲、熱意)、 自由主義的価値(学 生尊:重、創

造性)、 伝統(権 威)主 義的価値(教 師主導、規則遵守、従順)、社会貢献的価値(人 材育成、文化的視

野、社会化)の4つ の包括的上位因子が抽出された。 この包括的上位因子の判別分析の結果から、 日本

人学生は、自己実現的価値、自由主義的価値を重視 し、中国人学生は、伝統(権 威)主 義的価値を重視

していたことが示された。また、韓国人学生は、2群 の中間に位置していたことが見出されており、3

学生集団の特徴 と差異が研究5で 行った12次元の判別分析の結果より明確に示された。

最後 に、Schwartzた ちの一般的価値次元 と教育価値観の包括的価値次元 との関連 について検討 を

行った。一般的価値次元の保守性、支配性は、伝統(権 威)主 義的価値の教師主導、規則遵守、従順の

価値次元に対応すると考えられる。また、一般的価値次元の平等性は、自由主義的価値の学生尊:重と創

造i生の次元に対応すると考えられる。このように、伝統(権 威)主 義的価値 と自由主義的価値は、一般

的価値次元 との共通性が見出された。一般的価値次元の自律性の次元は、自己実現的価値のうち、自主

独立、学習意欲の次元に対応すると考えられるが、自己実現的価値の一部である専門性、熱意の次元は、

一般的価値次元 と対応 しない。また、社会貢献的価値次元の人材育成、社会化、文化的視野の次元 も、

一般的価値次元 と対応せず、これらの価値次元は、一般的価値研究者が これまで取 り上げなかった価値

次元 と言える。このように、一部の自己実現的価値次元、社会貢献的価値次元は、一般的価値次元 との

相違1生が見出され、これらの2次 元は教育価値次元の独自性 といえる。

第5章 では、まず、 日本において、日常的に異文化接触頻度が高い日本語教育場面の日本人教師 と日

本語学習者の現状 と教育現場の持つ特徴について概観 した。次に、日本人の日本語教師84名 を対象に、

葛藤内容 と葛藤解決過程 にっいて自由記述方式の質問紙調査を行 った ところ、43事例 の回答を収集 し

た。事例の内容分析を行った結果、① 日本語教師が認知する留学生 との葛藤内容を8カ テゴリー(学 生

の抗議 ・主張、授業不参加、教室内規範違反、学習困難、学習意欲の欠如、明白なルール違反、暴力行

為、教室場面以外の問題)に 分類した。②教師の原因の認知は、留学生側及び文化や環境への外的帰属

傾向が高かった。③教師の葛藤解決行動については、対話や説得などの双方向的方略、対決や服従など

の一方向的な方略、教師や学生の第三者介入など多様な方略が選択 されていた。 しかし、教師の葛藤解

決行動後の自己認知は否定的であった。以上か ら、日本語教育場面における教師が認知する教師 と学生

との葛藤内容 と原因帰属、解決方略の概念枠組みを導き出 した(研 究7)。

第6章 では、 日本人 日本語教師84名、中国人学生214名 、韓国人学生154名 を対象(研 究3と 同じ対象

者)に 、日本語教育場面における葛藤の原因帰属 と解決方略の関連を検討 した。階層的重回帰分析の結

果、留学生は葛藤原因を教師要因に帰属 させたときは対決方略を選択 し、学生要因に帰属 させた場合に

は協調方略を選択 していた。このことから、帰属は学生の解決方略を規定 しているといえる。また、文

化要因への帰属は、中国人学生には協調や服従 といった宥和的方略を促 したが、韓国人学生は回避方略

を用いない傾向が見 られた。また、日本人教師による予測 との比較から、異文化問葛藤解決の特徴が見

出された。日本人教師の予測は学生の反応 と一致せず、特に対決方略についての認識にズレが大きく、

これが異文化問葛藤の解決を困難にする一因と思われる(研 究8)。

第7章 では、教育価値観 と葛藤解決方略の関連;を明 らかにするために、日本人学生165名 、中国人学生

129名、韓国人学生130名 を対象(研 究5と 同じ対象者)に 、質問紙調査を実施 した。葛藤解決方略の選

択が自己実現的価値次元、伝統(権 威)主 義的価値次元、自由主義的価値次元、社会貢献的価値次元 と

いう包括的価値次元によって影響を受 けるか どうか、学生集団問で異なるかどうか、階層的重回帰分析

を行い検討した(研 究9)。 その結果、自己実現的価値 を重視する学生は、服従、協調方略を選択 し、対

決方略を選択 しない傾向が見 られた。 また、伝統(権 威)主 義的価値を重視する学生は、対決方略を選
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択す ることが示唆され、この傾向は韓国人学生に強 く見 られ、中国人学生に弱 く見 られた。さらに、日

本人学生でこの価値を重視する学生は、対決方略をとらない傾向が示された。

第8章 では、まず、本論文において論 じた研究1～9の 研究成果にっいて述べた。次に、当初の研究

課題の観点から総合的な考察を試みた。本研究の研究課題は、異文化問の教育場面において教師 と学生

の葛藤の原因帰属、解決方略、教育価値観 とのメカニズムを探 り、それらの要因の関連を明らかにする

とい うことであるが、研究7、 研究8、 研究9の 結果を中心に、原因帰属、葛藤解決方略、教育価値観

の関連について推論を含めなが ら、全体的な解釈を試みた。自己実現的価値を重視する学生は、協調方

略をとる傾向が見 られたが、その原因は彼 らが葛藤を学生に帰属 させるためではないか と解釈できる。

その理由 としては、第1に 、自己実現的価値を重視する学生は、専門家 としての教師を尊敬 しているの

で、問題が起 こったときは、教師よりは自分の側に非があると考える傾向があるのではないかと推測で

きる。第2に 、 自己実現的価値 には学生 自身の学習意欲を重視する面も含まれている。そのため、教育

場面で自分 自身の学習上の努力が重要であると感 じている学生は、教師との葛藤においても、問題を自

分 自身の努力不足によるもの とみなす傾向があるのではないか と思われる。 したがって、自己実現的価

値を強 く持つ学生は、葛藤の原因を教師に帰属させるのではな く、学生 自身に帰属させ ることで、協調

的な方略によって葛藤問題 を解決しようとする建設的な姿勢を持つことができるもの と考えられる。

一方
、伝統(権 威)主 義的価値を重視す る学生で、特に、韓国人学生、中国人学生は、教師との葛藤

状況において対決方略をとる傾向が見 られたが、それは彼 らが葛藤原因を教師に帰属させ るためではな

いかと推測される。その理由としては、第1に 、教師の威厳 と教室規範を重視する伝統(権 威)主 義的

価値は、権威主義的な態度を含んでいるため、権威主義的な人は外集団成員に対 して批判的な傾向があ

る(Scodel&Mussen,1953)こ とが考えられる。したがって、日本人教師を外集団成員 と見なし、問

題の原因が教師側にあるという批判的認知を強 く持った可能性がある。第2に 、伝統(権 威)主 義的価

値を重視する学生は、教師に対 して保護や依存を求める傾向がある。教師 との対立は、彼 らのそのよう

な期待に反する出来事なので、その分より強 く反発することが考えられる。教師 との間で葛藤が起こる

と、学生たちは自分たちが教師に対 し恭順であるにもかかわらず、教師は自分たちを十分に保護 して く

れないと感じ、これが教師への原因帰属 となるのではないか と思われる。そのため、教師に原因帰属す

ることで対決方略をとったのではないか と解釈できる。

また、学生たちは葛藤の原因を教師に帰属 させ るとき、対決方略を選択 していたが、教師はそれを予

想外だ と受け取 る傾向があった。そのような場合、教師はうま く対処する準備ができておらず、その結

果、学生に対する怒 りや不満を持つ と同時に、自己に対 して も無力感を感じることが多いと思われる。

一方
、教師に対して対決的な姿勢をとる学生は、主観的には追い詰められている気持ちになっているこ

とが多いので、教師がそれを適切に受け止められないと、葛藤はこじれて教師と学生 との関係は悪化す

る可能性もある。

さらに、葛藤 に対する教師の学生への対処に関しては、葛藤そのものを否定的に捉えず肯定的機能を

認識することを示した。万が一、葛藤状況に遭遇 した場合、教育価値観の違いを念頭に置き学生 と関わ

ること、葛藤において消極的な方略をとる学生に対 しては、積極的な働 きかけが必要であることを示 し

た。また、葛藤に対 し対決的な行動を取 る学生で個人的問題 を含む場合は、秘密保持 と教師の対処の限

界を知 り、専門家 との連携をとること、何 よりも教師が葛藤に対 し、感情的にエスカレー トさせないこ

とが重要であることを取 り上げた。このように、葛藤が もたらす教室活動への活性化な どの肯定的、自

己成長的機能を認識 し、学生理解 と協調的解決に生かす工夫が必要なことを示唆 した。

最後に、本研究の意義 と知見が異文化間の教師教育にどのように活用可能か という点について述べ
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た。本研究の第1の 意義は、教師の葛藤事例の内容分析から、 これまで　漠 としていた日本語教育現場

における教師の葛藤解決過程の全体像を示 し、葛藤内容を分類 したことである。その結果、教師は葛藤

解決行動が意識化 されておらず、学生の対決行動を予測できないことが示された。このことから、葛藤

事例の検討など教師が問題解決を擬i似的に体験でき、葛藤対処スキルを学習する教師教育の機会が必要

なことを述べた。本研究の第2の 意義は、教育価値観を測定するための尺度を開発 し、簡便に教師自身

の価値観 と多様な文化背景を持っ学生に対 し、客観的な測定基準を示すことができたことである。第3

の意義は、葛藤状況の背後にある教育価値観を知ることで、自分の持つ教育価値観がどのように教室運

営、教室内規範、教育内容、学生理解、教育評価などに影響を与えているか検討できることである。こ

のことから、教師 と学生 との教育価値観が どのように異なるか検討す る際に有効な手立てとなる。この

ように、教育価値観尺度を学級運営に活用することで、教師 と学生 との人間関係 を検討する上で有効な

ッール となることを示唆 した。

以上のように、総合的考察を試みたが、今後は、一般的価値次元 と教育価値次元 との関連にっいて実

証的に検討 し、教育価値観尺度の精緻化を行 うとともに、ムスリム学生や欧米の学生など多様な文化的

背景を持つ対象者に広げて、多文化における教育価値観の比較 と尺度の有効性について検討することが

重要課題である。また、小学生、中学生、高校生、成人など多様な世代を対象に、学校教育や生涯教育

の観点から教育価値観を検討する必要がある。 このように、比較文化的な視点だけでな く発達の視点を

加味した教育価値観研究に拡大していき、よ り多様な教育現場に教育価値観が適用可能かを検討する必

要がある。

論 文 審 査 結 果 の 要 旨

近年、外国人登録者数が増加の一途をたどり、中でも、日本語学習を目的 とする留学生 ・就学生の増

加が著しい。 日本が多文化社会に移行 しつっある中で、日本人教師と留学生が接触する教育場面では解

決困難な葛藤が しばしば生じるが、その背景には教育に対する姿勢や慣習の違いが存在すると考えられ

る。本論文の目的は、異文化間の教育場面で生じる日本人教師と留学生 との葛藤の原因と解決行動のメ

カニズムを探 り、原因帰属 と解決方略との関連性、また、その背後にある教育価値観 との関連性につい

て実証的に検討することである。

本論文は全8章 か ら成るが、第1章 において論者は、在日留学生研究の枠組 となる理論 として、カル

チャー ・ショック、異文化適応関連のUカ ーブ仮説、Wカ ーブ仮説、異文化受容態度の類型モデル、さ

らに、アメリカの人種隔離政策を撤廃する上で論理的根拠 となった接触仮説などに関する研究動向を概

観する。 また、 日本における留学生に関する過去の調査研究を精査 し、留学生の自己像 と日本人像、留

学上の諸問題への対処、日本社会に対する適応、留学生の日本社会への影響などの観点からそれらの知

見の意味にっいて議論 した。

第2章 では、葛藤の社会的過程、特に葛藤解決方略に関する理論 と研究をレビュー した。葛藤解決方

略の理論 として次元モデル と類型モデルを取 り上げて詳細に論 じ、一方、葛藤解決方略に影響を与える

心理学的諸要因の中で原因帰属に注 目した。次に論者は、葛藤解決方略に関する文化差や異文化間葛藤

の比較を含む実証研究を概観 した。 日本を含む葛藤比較研究では個人主義 ・集団主義の枠組みから葛藤

反応の差違を検討する研究が多 く見 られたが、さらに、異文化問葛藤にマジョリティ ・マイノリティ問

題の視点を導入す ることが有益であるといった示唆が得られた。
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異文化間葛藤方略の背後 には異なる価値観があると考え られる。社会心理学 におけるRokeach、

Hofstede、ChineseCultureConnection、Schwartzた ちの社会的価値理論 とそれ らを測定するために

開発 されてきた価値尺度、また、それらを用いて行われた実証研究をレビューした。それらの作業 を通

して、論者は主要な価値観理論に共通する次元があることを指摘 し、それは自律性(個 人の自主と自由

を強調す る)、保守性(社 会秩序 と調和的人間関係を重視する)、支配性(序 列的人間関係を容認する)、平

等性(人 々の間の平等を重視する)の4次 元であると論 じた。

更に論者は、留学生を含む教育場面での葛藤問題を理解するには教育価値観の理解が不可欠であると

主張する。教育価値観 とは望ましい教育のあ り方について人々が抱いている信念の集合体であ り、 よい

教師、よい学生 とはどのような人か、よい教え方 とはどのようなものかなどに関する信念である。 ここ

で論者は、教育価値観が理想的教師観、理想的学生観、理想的教育観の3領 域から構成されると仮定 した。

第3章 では、教育価値観を測定する尺度を新たに開発するために、日本人 日本語教師、10か 国の留学

生、日本人学生などか らの自由記述 と文献調査から、3領 域 において合計192の 価値項目を収集 した。そ

れ らを分類 ・整理して、理想的教師観16項 目、理想的学生観10項 目、理想的教育観19項 目、合計45項 目

か らなる教育価値観尺度を作成 した(研 究1)

第4章 では、この尺度を日本人学生193名 に実施 して因子分析を行い、理想的教育観4因 子(熱 意、専:

門性、学生尊重、教師主導)、 理想的学生観3因 子(学 習意欲、規則遵守、従順)、 理想的教育観5因 子

(文化的視野、人材教育、自主独立、社会化、創造性)の12因 子を見いだした(研 究2)。 次に、この尺

度を日本人教師84名、日本人学生306名 、中国人学生214名 、韓国人学生154名 に施行して集団問の比較を

試みた。日本人教師は、学生の学習意欲 と自主独立、教育の文化的視野を重視 しているものの、学生の

自由意志などの創造性はあまり重視 しなかった。日本人学生は、規範遵守や社会化 という保守性を重視

しつつ、自主独立や創造性 という革新性を重視するという 「複合的教育価値観」を示 した。中国人学生

は、熱意、従順、社会化、人材教育を重視 し、明確で一貫 した 「単一的教育価値観」を示 した。韓国人

学生は教師主導を重視 し、理想的学生観、理想的教育観に関しては他の3群 の中間に位置するという「中

間的教育価値観」を示 した(研 究3)。 さらに、論者 は項 目数:3分 の2の 短縮版 を作 り(研 究4)、 別の

対象者集団を使って(中 国人学生129名 、韓国人学生130名 、日本人学生165名)、 それら集団間の違いを

判別分析によって検討 したところ、ほぼ同じ結果が得 られた(研 究6)。 このように、論者は、尺度、標

本、分析方法などを変えて繰 り返 し検討を行い、教育価値観に関す るアジア人学生の違いを明確にした。

判別分析は3領 域12次 元に対する回答者の反応にい くつかのパターンがあることを示 したが、これは

上位因子の存在を示唆するものである。そこで論者は、12因子を変数 とする上位因子分析を行い、自己

実現的価値(専 門性、自主独立、学習意欲、熱意)、 自由主義的価値(学 生尊重、創造性)、 伝統主義的

価値(教 師主導、規則遵守、従順)、社会貢献的価値(人 材育成、文化的視野、社会化)と い う4っ の上

位因子を抽出した(研 究5)。 論者 は、教育価値観の中の伝統主義的価値 は一般的価値次元の保守性 と支

配i生次元に、自由主義的価値は平等性次元に、また、自己実現的価値 は自律性次元にほぼ対応すると主

張する。一方、教育価値観の中の社会貢献的価値は一般的価値次元の中に対応するものが見 られず、こ

れは教育価値観独自の価値であろうと指摘する。

第5章 では、異文化接触が頻繁な日本語教育場面を取 り上げてその特徴を論 じたあと、日本人の日本

語教師84名 を対象に留学生 との葛藤経験にっいてたずねる質問紙調査を行った(研究7)。 収集 された葛

藤事例の内容分析を通 して、論者は異文化問葛藤を8タ イプ(学 生の抗議 ・主張、授業不参加、教室内

規範違反、学習困難、学習意欲の欠如、明白なルール違反、暴力行為、教室場面以外の問題)に 分けた。

第6章 では、この事例分析をもとに、日本語教育場面における葛藤の原因帰属 と解決方略の関連を質
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問紙によって検討 した。研究3と 同じ対象者か ら得られた反応を重回帰分析によって解析 し、葛藤原因

を教師要因に帰属させたとき留学生は対決方略を選択 し、学生要因に帰属させた場合には協調方略を選

択すること、文化要因への帰属は、中国人学生の場合、協調や服従 といった宥和的方略を促すなど、原

因帰属が解決方略を規定することを見出した。また、日本人教師は学生の対決的反応を予測できないこ

とが多 く、これが異文化間葛藤の解決を困難にする一因であろうと論者は解釈 している(研 究8)。

第7章 では、教育価値観 と葛藤解決方略の関連を明 らかにするために、研究5と 同じ対象者に質問紙

調査を実施 した。葛藤解決方略の選択が自己実現的価値次元、伝統主義的価値次元、 自由主義的価値次

元、社会貢献的価値次元 という包括的価値次元によって影響を受けるか どうか、また、それが学生集団

問で異なるかどうかを調べるために階層的重回帰分析を行った(研 究9)。 その結果、自己実現的価値を

重視する学生は、服従、協調方略を選択 し、対決方略を選択 しない傾向が見られた。また、伝統主義的

価値を重視する学生は対決方略を選択することが示唆され、 この傾向は韓国人学生に特 に強 く見 られ

た。さらに、 日本人学生でこの価値を重視する学生は、対決方略をとらなかった。

第8章 では、研究1～9の 研究成果を述べたあと、本論文の研究課題に沿って、得 られた知見の解釈

と意義づけを試みた。論者が仮定 したように、教育価値観は留学生の葛藤反応に影響を与えたが、これ

は原因帰属など葛藤状況に対する認知あるいは教師に対する期待を変化させることによってであろうと

論者は推論する。 こうした研究成果をもとに、論者は異文化間葛藤に対する教師の対処方法について数

多 くの提案を行った。特に、教師自身の教育価値観 と学生の教育価値観の違いを認識することの重要性

を指摘する。それは葛藤の激化や長期化を避けるとともに、相互理解の増進など葛藤の建設的利用にも

有益なものと考えられる。

本論文は、 このように日本語教育場面を研究対象に、日本語教師 とアジア系留学生の間に生ずる葛藤

問題 を社会心理学的に解析 したものであるが、その背景要因として教育価値観に注目し、その理論的分

析 と測定尺度の開発にまで及ぶ充実 した研究内容をもっものである。論者は、文化的接触、価値観、葛

藤解決など多様なテーマを扱いながら、それぞれについて綿密な文献調査を行い、それ らを連結して独

自の視点を導き、研究枠組の構築をはかってきた。また、アジア系留学生700名 余 りを含む合計1000名 の

対象者からデータを収集 して高度な統計的解析を実施 しており、得 られた知見の科学的信頼性は十分に

高い。教育価値観の研究は端緒についたばか りで課題 も多いが、むしろこれは将来の研究の発展可能性

をうかがわせるもの と言えよう。

以上のように、本論文は、文化心理学 と異文化間教育の両領域において、理論的にもまた実践的にも

有意義な成果をもたらし、斯界に貢献す るところ大である。 よって、本論文の提出者は、博士(文 学)

の学位を授与されるに十分な資格を有す るもの と認められる。
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